
別記様式（第４条関係）

高知県知事　　　　　　　　様

代表者職・
氏名
代表者
生年月日

１　申請額 金 円

うち 高齢者施設 0 円

障害者施設 0 円

２　申請額一覧 別紙１のとおり

3　誓約書 別紙２のとおり

4　県税の滞納がないことを証する証明書

　 　　※ 納税義務のない場合、納税義務がない旨の申立書を添付することに代えてもよい。

申請に関する担当者

Email

振込先

支店名

口座番号

※別紙１「申請区分」ごとに各施設・事業所所管課からの振込となります。

令和　年　月　日

郵便番号

法人所在地・住所

法人名
(里親の場合氏名)

給　付　金　交　付　申　請　書

　令和７年度第２回高知県社会福祉施設等物価高騰緊急対策給付金交付要綱第４条の規定により、
給付金の交付を下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

0

担当者名

日中連絡が取れる電話番号

金融機関名

普通・当座の別

フリガナ

口座名義

法人
の

場合



事業所・施設別申請額一覧

（単位:円）

No. 申請区分 サービス種別 事業所・施設名 事業所番号 電話番号 住所 申請額

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

別紙１



誓 約 書 

私は、令和７年度第２回高知県社会福祉施設等物価高騰緊急対策給付金交付要綱に基づいて「令和

７年度第２回高知県社会福祉施設等物価高騰緊急対策給付金」を申請するに当たり、下記の内容につい

て誓約します。 

記 

＜申請される全ての方＞ 

¡ 令和７年度第２回高知県社会福祉施設等物価高騰緊急対策給付金交付要綱で定めている次の要

件を含む全ての申請要件を満たしているとともに、申請書類の内容に虚偽や不正等はありません。 

・法令等が求める設置に必要な指定等を受けています。 

・申請者等（代表者のほか、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等）が、暴力団（高知

県暴力団排除条例（平成 22 年高知県条例第 36 号）第 2 条第 1 号に規定する暴力団をいう。）又

は暴力団員等（同条第 3 号に規定する暴力団員等をいう。）に該当しないなど、令和７年度第２回

高知県社会福祉施設等物価高騰緊急対策給付金交付要綱第５条各号に掲げるいずれにも該当

しておらず、かつ、将来にわたっても該当しません。 

・申請を行う事業所・施設について、「高知県医療施設等物価高騰緊急対策給付金」の申請を行

っておらず、又交付も受けていません。 

¡ 高知県から申請書類の内容に関して検査や報告の求めがあった場合は、これに応じます。 

¡ 申請書類に関して虚偽や不正等が判明した場合、既に給付金の支給を受けているときは、給付金の

返還と加算金の支払に応じるとともに、事業者名や施設名などの公表に応じます。また、納期限まで

に給付金の返還等を行わなかった場合は、延滞金の支払に応じます。 

¡ 申請書類に記載した情報を税務情報として使用することに同意します。 

¡ 県内の市町村から、独自に創設した原油・物価高騰の影響を受けた社会福祉施設等への運営費支

援のための給付金に関する事業を実施するために必要であるとして、高知県に情報提供（申請者情

報、振込先等）の依頼があった場合の提供に同意します。 

¡ 国の行政機関等が支援金等の支給要件の該当性等を審査するため必要な場合であって、当該審査

に必要な限度で高知県に情報提供（申請書及び提出資料に記載された情報）の依頼があった場合

の提供に同意します。 

¡ その他、令和７年度第２回高知県社会福祉施設等物価高騰緊急対策給付金交付要綱の記載事項に

ついて理解のうえ、同意します。 

令和　　　年　　　月　　　日　 

高知県知事 様 

  

所在地・住所 　　　

  

法人名・氏名 　　　

 （法人の場合） 

代表者職・氏名 　　　

別紙２


